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[研究の目的]

国家的また国際的な災害対策や経済政策にお

いて，より精度が高く，きめの細かい対応が求

められている。これらの分析と将来の可能性を

可視化する社会シミュレーションへの関心が高

まっている [1]。これまでの多くの社会シミュ

レーションではモデルを単純化せよという

Keep It Simple, Stupid (以下，KISS 原理) [2]

に基づいてモデル化されていた。しかし，

KISS 原理に基づくモデルは抽象度が高すぎる

ため，現実社会の複雑な現象の詳細な分析は困

難であると指摘されている [3]。そのため，可

能な限り忠実に現実社会を模倣するモデルを用

いた社会シミュレーションが期待されている。

このようなモデルを実現するエージェントの

意思決定には様々な課題がある。その課題の 1

つがエージェントの属性の設定である。エー

ジェントの属性の設定に政府や行政の実データ

を用いることができれば，現実社会と整合する

設定が可能である。しかし，これらのデータは

個人情報保護やプライバシーの観点から利活用

が困難である。このような状況から，政府統計

をはじめとする利用可能な情報から，仮想的な

属性を持つ個人で構成される人工社会を合成し，

その人工社会の中でどのような事象が発生する

かを観察する社会シミュレーションが行われる

ようになっている [4]。

人工社会を合成する研究や人工社会を用いた

シミュレーションは世界中でされているが，合

成された人工社会データの公開はアメリカ合衆

国やイギリスなどごくわずかである。また，人

工社会を合成するプログラムが公開されている

場合もあるが，人工社会を合成する手法は対象

とする地域において利活用可能な情報や特徴に

基づいて手法が開発されており，他の地域への

適用は留意が必要と指摘されている [5]。その

ため，人工社会を用いた社会シミュレーション

の実施には，人工社会の合成とシミュレーショ

ンモデルの構築が必要であり，新規参入の大き

な障壁となっている。

本課題では，日本の人工社会データ (以下，

合成データ) を合成するために，合成された市

区町村単位の世帯構成データ [6] を地図上の

建築物へ割り当てる手法の精緻化に取り組む。

従来手法 [7] では，市区町村単位の世帯構成

データを町丁・大字ごとの統計表に整合するよ

うに割り当てた後に，町丁・大字 (以下，町丁

目) ごとの建築物へ一様に割り当てている。そ

のため，一軒家と共同住宅が混在する町丁目で

は，一軒家に 10 世帯以上割り当てることが

あった。本課題では，このような割り当てを避

ける手法を開発する。また，合成データを他の

研究者へ提供するために，第三者提供可能な情

報のみ用いる。
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[研究の内容，成果］

1．世帯構成データの合成 [6]

世帯構成データの合成手法 [6] では，統計

情報を基に作成した世帯構成データを，複数

の統計表に適合させる手法である。文献 [6]

では，個人の年齢や親子の年齢差の統計情報に

対する，コンピュータ上で合成した世帯構成

データから作成した人工統計表と実統計表との

差 (以下，誤差) を計算し，探索手法の 1つで

ある Simulated Annealing 法 (以下，SA 法)

を用いて誤差を最小化している。

2．世帯構成データの地図への割り当て [7]

世帯構成データを地図へ割り当る手法は，以

下の手続きにより構成されている。

1) 町丁目別，家族類型別，世帯人員別世帯数

の統計表の推計する。

2) SA 法を用いて世帯構成データの各世帯を

町丁目へ割り当てる。

3) 町丁目ごとに各世帯を建築物へ割り当てる。

従来手法 [7] では，建築物データとして国

土地理院が提供している基盤地図情報を用いて

いる。基盤地図情報は地理情報を効率的に利活

用するために整備された電子地図であり，道路

や建築物，河川などのデータが日本全国すべて

の地域を対象に整備されている。本課題も建築

物データとして基盤地図情報を用いる。

世帯構成データの各世帯を町丁目へ割り当て

る際には，次式を用いて，国勢調査 小地域集

計の町丁目別，男女別，人口分布に整合するよ

うに SA法を用いて最適化している。
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


∑
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∑
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s.t. ∑
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H (A)=B, i=1, ...., I (2)

ここで，Aは世帯構成データ，Sは統計表の数，

G は統計表 s の項目数，P は町丁目の数，

v
 A は町丁目 pを対象に合成データ Aから

統計表 sと同様の形式で作成する人工の統計表

の項目 j の値，r
 は実統計表 sの項目 j の値，

m
Aは r

 の補正値，関数 Rは四捨五入する

関数である。また，I は制約条件の数，Pは i

番目の制約条件 pの数，HA は合成データ

Aの特徴 kに関する p番目の値，Bは特徴 k

に関する統計量を表している。

3．提案手法

提案手法では以下の手続きにより世帯構成

データを地図上へ配置する。なお，手順 1 と 2

は従来手法 [7] と同様である。

1) 町丁目別，家族類型別，世帯人員別世帯数

の統計表を推計する。

2) SA 法を用いて世帯構成データの各世帯を

町丁目へ割り当てる。

3) SA 法を用いて世帯構成データの各世帯を

基本単位区へ割り当てる。

4) 基本単位区ごとに各世帯を建築物へ割り当

てる。

基本単位区とは，国勢調査における最小の地

域単位であり，道路や河川などで区分けされた

おおむね街区単位である。

3. 1 基本単位区への割り当て

町丁目別の統計表である国勢調査 小地域集

計では，世帯を一般世帯と施設などの世帯に分

けて記載されている。しかし，基本単位区ごと

の世帯数の男女別の人口が記載された基本単位

区集計では，全世帯が合わせて記載されている。

施設などの世帯は建物や棟を世帯の単位とする

ため，100 人以上居住する世帯が存在する。世

帯構成データ [6] は居住人数が 16 人以下の一

般世帯のみを対象としている。そのため，本課

題では，基本単位区集計から施設などの世帯と

予想される世帯を取り除く調整をした。

調整後の基本単位区集計を用いて，次の手順

により町丁目を割り当てた世帯構成データを基

本単位区へ割り当てる。

1) 基本単位区別の世帯数を用いて，町丁目 p

に居住する世帯を町丁目pに含まれる基本

立石科学技術振興財団

― 2 ―



単位区へランダムに割り当てる。

2) 町丁目 p 内の異なる基本単位区に居住す

る 2つの世帯をランダムに選択し入れ替え

る。

3) 目的関数 f A を更新し，メトロポリス法

により解を遷移判定する。

4) 既定の探索回数未満の場合，2) に戻る。

5) 最適化対象の町丁目 pを更新し 1) に戻る。

3. 2 建築物への割り当て

基本単位区別に世帯構成データを建築物へ割

り当てるためには基本単位区へ割り当てられた

建築物データが必要となる。しかし，基盤地図

情報の建築物データは緯度経度情報のみ記載さ

れており，町丁目や基本単位区情報は保持され

ていない。また，町丁目の境界データは公開さ

れているものの，基本単位区の境界データは電

子データとして公開されていない。基本単位区

境界に関する情報は境界の重心点のみ公開され

ている。そのため，本課題では，基盤地図情報

の道路縁データを用いて街区境界 (街区ポリゴ

ン) を作成し，基本単位区の重心点を用いて街

区ポリゴンを基本単位区へ割り当て基本単位区

ポリゴンを作成し，建築物データへ基本単位区

を割り当てた。

本課題では，以下の手順により基本単位区ポ

リゴンを推計した。

1) 道路縁データから街区ポリゴンを抽出する。

2) 町丁目の境界線が抽出した街区ポリゴンを

分断する場合，抽出した街区ポリゴンを分

割する。

3) 以下の手順により街区ポリゴンへ基本単位

区を割り当て，基本単位区ポリゴンを作成

する。

(ア) 基本単位区の重心点が街区ポリゴン

の内側にある場合，その街区へ基本

単位区を割り当てる。

(イ) 街区ポリゴンと基本単位区の重心点

が 12.5 m 以下の場合，最も近い街区

ポリゴンへ基本単位区を割り当てる。

(ウ) 町丁目 p内に基本単位区を割り当て

ていない街区ポリゴンが存在する場

合，町丁目 p内の最も近い街区ポリ

ゴンと結合する。

(エ) 基本単位区を割り当てていない街区

ポリゴンを最も近い街区ポリゴンと

結合する。

世帯構成データを地図上へ割り当てる際には，

上記の手順により作成した基本単位区別の建築

物データを用いて，基本単位区ごとに建築物へ

一様に割り当てた。

4．実験結果

本課題では平成 27 年度の大阪府高槻市を

対象とし，10 試行取り組む。高槻市におけ

る本課題の対象世帯は 145,125 世帯，その人口

は 330,437 人である。世帯構成データの合成で

は，探索回数 1 人あたり 100,000 回と設定し合

成した。高槻市の世帯構成データを合成した際

の統計表との誤差は 10 試行とも 0であった。

世帯構成データを町丁目と基本単位区へ割り

当てた 10 試行の結果を表 1 に示す。探索回数

は 1 世帯あたり 1,000 回と設定した。なお，高

槻市の町丁目数は 382，基本単位区数は 8,074

である。

世帯構成データの各世帯を地図上へ割り当て

た結果を図 1に示す。一軒家からなる街区 (図

1 西部) を比較すると，従来手法は建築物あた

り約 10 世帯割り当てているのに対して，提案

手法は 3世帯程度の割り当てとなっている。ま

た，共同住宅からなる街区 (図 1 中央部から

東部) では，従来手法は 10 世帯前後の割り当

てに対して，提案手法では最大で約 50 世帯割

り当てている。加えて，提案手法は人が居住し

ていない街区 (図 1 南部) への世帯の割り当

てを避けることができている。
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表 1 町丁目・基本単位区への割り当て結果

誤差 偏差 時間 (s)

町丁目 1,628.0 41.2 470.7

基本単位区 1,234.0 57.1 250.0



[今後の研究の方向，課題］

本課題では，世帯構成データの各世帯へ居住

する基本単位区属性を割り当てることで，合成

データへ建築物を割り当てる手法の精緻化に取

り組んだ。しかし，推計した基本単位区境界と

合成データの精度の検証ができていない。今後，

精度の検証を実施し，より現実と整合するため

に手法の改良に取り組む。
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(a) 従来手法

(b) 提案手法

この地図は国土地理院の基盤地図情報を使用した。

図 1 建築物への割り当て結果 (図中の円内の数字は割り当てた世帯数である)
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